
酒田市告示第４８５号 
 
 

公募型プロポーザルの公告 
 

酒田市事業者エネルギー価格高騰対策支援業務委託について、公募型プロポーザルを実
施するので、次のとおり公告する。 

 
令和８年７月１４日 
 
                       酒田市長  矢 口 明 子 
 
 

１ 業務の概要 
（１）業務名称 

  酒田市事業者エネルギー価格高騰対策支援業務委託 
 

（２）業務内容 
概 要 厳しい経営環境が続く市内事業者等の事業継続を支援することを

目的とするエネルギー価格高騰対策支援金の給付を遅滞なく確実
に実施するにあたり、Ⅰ コールセンター等業務、Ⅱ 特設 web サ
イトの構築、Ⅲ 申請受付・審査等業務、Ⅳ 交付決定通知書発送の
業務を外部委託するもの。 

詳 細 本プロポーザルに係る実施要領及び仕様書のとおり 
 
（３）契約方法 

  公募型プロポーザル方式により事業者を選定し、本市と受注者との間で委
託契約を締結するものとする。 

 
（４）委託業務期間 

  契約締結の日から令和９年２月２６日まで 
 

２ 参加資格要件 
本業務の企画提案に参加する者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 
（１）地方自治法施行令第１６７条の４に該当しないこと。 
（２）酒田市競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止を受けていないこと。 



（３）次のいずれかの条件を満たすこと。 
①酒田市契約規則（平成１７年規則第５８号）第２７条第３項に規定する指名競争

入札参加者登録簿（令和７年・８年度）の役務（業種区分）の業種Ｎｏ．１２０
（その他の業務委託）に登録されていること。 

②指名競争入札参加者登録簿（令和７年・８年度）に未登録の者は、参加表明書等
の提出時までに、上記①の条件を満たす資格について、参加資格審査申請を行い、
登録が完了していること。 

（４）業務運営に関し、各種法令に基づく許可、認可、免許等を必要とする場合におい
て、これらを受けていること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続き開始
の申し立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再
生手続き開始の申立てがなされている者（会社更生法にあっては更生手続き開始
の決定、民事再生法にあっては再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でな
いこと。 

（６）税の滞納がない者であること。（酒田市の法人住民税に未納がないこと。もし、
市の課税対象外の場合は、国の法人税と消費税及び地方消費税に未納がないこと） 

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７ 号）第
２条第２号に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行う者が、代表者若し
くはそれに準ずるべき地位に就任し、又は、実質的経営に関与している法人等でな
いこと。 

３ 参加手続 
本業務の企画提案に参加しようとする者は、「酒田市事業者エネルギー価格高騰対策支援

業務委託公募型プロポーザル実施要領」（以下「実施要領」という。）６に定めるところに
より必要書類を提出すること。 

４ 企画提案書等の提出 
企画提案書等は、実施要領８、９に定めるところにより必要書類を提出すること。 

５ 審査方法 
提出された企画提案書は、実施要領１０に定めるところにより審査し、最優秀提案事業

者及び次点者を選定する。 

６ その他 
その他詳細は、実施要領に定めるところによる。実施要領及び各種提出様式は、酒田市

ホームページ（https://www.city.sakata.lg.jp/）に掲載する。 

７ 問合せ先 
酒田市地域創生部商工港湾課（０２３４−２６−５３６１） 

https://www.city.sakata.lg.jp/

